




国内環境機器、住宅機器関連事業が全体収益を牽引

































過疎対策としての浄化槽の可能性

・過疎地域における生活排水処理の課題に対し、浄化槽は下水道に

代わる「分散型インフラ」として非常に高いポテンシャル。

・特に人口減少が進む地域では、莫大な建設費と維持費がかかる下

水道の延伸は非現実的で、建物ごとに設置できる浄化槽の重要性が

増す。

過疎地域での浄化槽普及、3つの大きなメリット

・低コスト・即効性:：下水道のような長期の管渠工事が不要で、設

置日から効果を発揮。

・人口変動への柔軟性:：各戸に設置し、空き家増でも下水道の様な

「巨大な負債（維持管理費）」になりにくい。

・災害への強さ: 2024年の能登半島地震で、点在設備で一部破損も

全停止はなく復旧も早い。

2026年（令和8年）に向けた動き

脱炭素化推進事業:省エネ性能の高いブロワ（送風

機）への交換や最新型浄化槽への更新に対し、特設

の補助枠（約18億円規模）が継続・拡充予定。

災害復旧支援:被災地での迅速な復旧のための台帳シ

ステム整備、災害に強い浄化槽への転換支援が強化。





グローバルな水ビジネスプレーヤー目指す









中計検証・グリーンデータセンタ事業の促進






